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添付資料

SG分科会１５部会アンケート集計結果



アンケート調査の目的

•平成26年会社法改正に会計監査人の選任等に関する議案の内容
は監査役(会)が決定することになった。

•一方、相次ぐ会計不祥事を契機として監査法人は自ら改革に取り組
んでいる。

• そこで当部会では監査役と会計監査人との連携にどのような変化が
生まれ、会計監査人の選解任にどのような影響を及ぼしているか会
員アンケートを通じて、変化の動向を把握することにした。
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アンケート回答企業29社のプロフィール（Q1-3）

建設業
10%

製造業
38%

電気・ガス・熱供給・水道

業…
情報通信業

4%

卸売業、小売業
21%

金融業、保険業

7%

学術研究・専門・技術

サービス業
3%

宿泊業、飲食サービス業
3%

サービス業(他に分類
されないもの)

10%

業 種
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～100人
14%

100～1,000人
55%

1,000人～
10,000
28%

10,000人以上
3%

業員数区分

10億円～
100億円

7%

100億円～
500億円
45%

500億円～
1000億円

31%

1000億円
以上
17%

売上高区分



機関設計の形態（Q1-4）

公開会社
24%

非公開会社
76%

公開企業・非公開企業

大会社
76%

大会社

以外
24%

大会社・大会社以外
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監査等委

員会設置

会社
3%

監査役設置会社（監査

役会設置会社を除く）
38%

監査役会

設置会社
59%

機関設計の形態



監査法人
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新日本有限責任監査法人

31%

あずさ監査法人
28%

PwCあらた有限責任監査法人
17%

有限責任監査法人トーマツ
7%

その他
17%

監査法人のシェア(Q1-8)



株主総会での会計監査人選任議案の提出とその理由
（過去1年以内）

A1：提出した
6社

A2：提出していない
23社

選任議案の提出(Q2-1)

会計監査人を新たに選任するため

1社

会計監査人を変更（これまでの

会計監査人を不再任して別の会

計監査人を選任）するため

4社

会計監査人を再任するため

（法令上不要だが敢えて）

1社

議案提出理由(Q2-2)
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会計監査人変更理由
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50%

25%

50%

75%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

これまでの会計監査人が他社の会計監査で不祥事を起こしたから

これまでの会計監査人の在任期間が長くなったから

これまでの会計監査人が監督官庁から処分を受けたから

会計監査人変更（不再任＆選任）の理由(Q2-3)



議論された
79%

議論されたこ

とはない
21%

議論の有無(Q2-4)  

会計監査人の選解任または再任に関する社内議論

議論された事項(Q2-6)

～自由回答の記載内容(抜粋)～

A社 ；再任の適否・妥当性(類似回答他8社)

B社 ；監査役会で決定した「評価基準」等に基づき議論した(類似回答他4社)

C社 ；親会社の会計監査人と同一とする事(類似回答他１社)

D社 ；監査の適切性、当社側からの問い合わせ等に対し迅速且つ正確な

対応が為されたか

E社 ；代替候補、監査内容、監査報酬等

F社 ；これまでの監査法人及び新監査法人候補の品質管理リスク
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会計監査人選解任・再任の方針・考え方
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7%

7%

45%

45%

66%

76%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

他社での評判

親会社の方針

監査報酬の水準

会計監査人の力量

自社における監査実績

会計監査人を選解任または再任する上で重視されること
(Q2-6)

会社法改正以前と変

化はない
55%

会社法改正で変化した。ま

たは変化の兆しがある
38%

社内であまり議論

されていない
7%

会社法改正による方針の変化
(Q2-7)



会計監査人監査の独立性検証

親会社が子会社も

含めて確認している
25%

親会社と子会社が

各々確認している
75%

親子会社における検証(Q3-2)

21%

41%

59%

69%

90%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会計監査人の独立性評価調書を作成して

いる。

会計監査人の監査報告書において確認し

ている

会計監査人の業務執行社員ローテーション

を確認している

会計監査人へのヒアリングにより確認して

いる

会計監査人の監査計画書において確認し

ている

検証方法(Q3-1) 
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会計監査人の品質管理確認

どちらも受けていない
53%資料提供お

よび資料に

基づいた説

明を受けた
31%

資料提供はな

かったが口頭で

説明を受けた
16%

提携海外監査法人の監査手法確認
(Q4-2) 
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10%

55%

83%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

日本公認会計士協会の品質管理レビュー

結果を会計監査人から受領している

会計監査人より品質管理システムに係る

報告書を受領または説明を受けている

確認方法(Q4-1)



監査役と会計監査人の意見交換

1回
0%

2回
11%

3回
25%

4回
21%

5回以上
43%

意見交換の回数(Q5-2)
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48%

72%

83%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

監査報告時に事後的に確認している

月次、四半期単位等、期中において

意見交換を行っている

会計監査人の監査計画時において

意見交換を行っている

意見交換の時期(Q5-1)



会計監査人の監査方法・監査結果の相当性判断
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7%

31%

34%

45%

83%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

会計監査時の立会

会計監査人の監査日数・時間

会計監査人が経営者他経理部門等と協議した内容の聴取

会計監査人からの報告聴取と意見交換

監査役が重視していること（Q5-4）



会計監査人の報酬同意

取締役の提案額をそのまま同意した。89%

取締役の提案内容につい

て修正を要請し、修正され

た金額で同意した。
7%

取締役の提案額で同意した

が、意見を付した。
4%

報酬同意の審議過程(Q6-2)
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14%

24%

52%

62%

79%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

他社における監査報酬実績

会計監査人の見積もり

会計監査人の想定工数と単価

自社における監査報酬実績

報酬同意の根拠(Q6-1)



監査役と会計監査人の関係変化

～自由回答の記載内容(抜粋)（Q7-2)～

A社：会計監査人の説明が丁寧になり、監査役との意見交換も
活発になった(類似回答他3社)

B社 ：監査計画書、監査結果の説明がより細かくなってきている
(類似回答他3社)

C社 ：監査法人とは忌憚なく意見交換を行ってきたが、同意権
が監査役会に移ったことによる意識は相互にある。今後
は強制交代が気になる(賛成しない)

D社 ：従来以上にタイムリーな情報交換・共有が必要になると
思う(類似回答他8社)
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より密接な関係へと

大きく変化している
26%

より密接な関係へと少しは

変化している
44%

特に変化はない
30%

変化の動向(Q7-1)



アンケート結果の考察
•会計監査人選任方針や考え方は、過半数が会社法改正以前と変化
ないと見ている一方、4割の企業が変化していると認識。

•監査役と会計監査人との連携はかなり密接に行っていると見られ
る。意見交換を年5回以上行っている企業が4割。

•会計監査人の報酬決定については約8割が自社実績を根拠として
いるが見積や工数を根拠にする企業も過半数、ただしほとんどの企
業が取締役の提案額にそのまま同意している。

•監査役と会計監査人の関係については大なり小なり「変化している」
と回答した企業が7割。自由回答からは会計監査人選任権限が監
査役に移ったことで双方に連携強化の機運が伺える。
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アンケートへのご協力有難うございました


